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取締役の辞任及び役員報酬の自主返納 

並びにカバナンス上の課題及び改善策に関するお知らせ 

 

 

当社は、2023 年 10 月 16 日に貸倒引当金の計上に関する開示を行いましたが、その後、経営責任を明確にするため、

貸倒引当金を計上した持分法適用会社へ投融資を行った経緯や責任の所在を確認するとともに、投融資管理体制などの

ガバナンス体制についても調査を行い、取締役会にて議論を重ねました。 

その結果、本件投融資管理について十分なガバナンスが効いていなかったこと及び報告態勢に不備があったことに関

しましては、株式会社フィル事業承継・地域活性化プロジェクト(以下、フィル事業承継)の取締役に第一義的な責任が

あると判断しました。また、子会社の資本構成及び経営管理体制についてもガバナンス上の不備があったことが判明し、

この点については、すべての取締役に責任の一端があるとの判断に至りました。 

経営陣一同、上記の結果を真摯に受け止め、当社取締役である能美裕一 (兼 株式会社フィル事業承継・地域活性化

プロジェクト 代表取締役)からは辞任の申し出があり、その他の取締役及び一部の執行役員からは報酬の一部自主返納

の申し出がありましたので、お知らせいたします。 

また、今回のガバナンス体制の調査は社内調査であるものの、客観性を持たせるため、今期から新たに就任した社外

取締役及び新任の執行役員の３名で行ったものです。社内調査は、フィル事業承継の投融資管理や報告態勢に加え、当

社及びグループ会社のガバナンス全般を対象とし行われました。2023 年 10 月４日に開始され、調査結果は 2023 年 10

月 11 日取締役会にて報告され、その報告にもとづいて議論が行われました。その後も、個別の会議等で議論が進めら

れ、本日の臨時取締役会にて対応策が最終的に決定されました。判明した課題及びその改善策についても、あわせてお

知らせいたします。 

 

記 

 

１． 経営責任 

① 辞任 (10 月 31 日付) 

取締役 能美 裕一 

 

② 報酬の自主返納 

社内調査に基づき、貸倒引当金を計上した投融資に関する適切な管理及び報告を怠った責任、並びにガバナ

ンスの不備をもたらした 2023 年２月以前の取締役及び現取締役の責任に関する判断が行われ、その結果を真

摯に受け止め、各々から以下のとおり、報酬の一部自主返納の申し出がありました。 

 

代表取締役社長 金子 麻理 月額の 100% (１ヶ月) 

取締役 髙橋 伸彰 月額の 20% (１ヶ月) 

社外取締役 柳澤 大輔 月額の 20% (１ヶ月) 

社外取締役(監査等委員) 川野 恭 月額の 40% (１ヶ月) 

社外取締役(監査等委員) 佐藤 孝幸 月額の 40% (１ヶ月) 



社外取締役(監査等委員) 松本 直人 月額の 20% (１ヶ月) 

執行役員 戦略事業本部長  

兼 フィル事業承継 取締役 小豆澤 信也 月額の 100% (１ヶ月) 

 

 

２． 株式会社フィル事業承継・地域活性化プロジェクト設立、同社投融資及び貸倒引当金計上の経緯 

事業承継に課題を持つ中小企業を支援し、この中から空中店舗フィル・パークの拡大に資するテナント事業者の

発掘及び育成を行うことを目的とし、2022 年 7 月 22 日に当社 100%子会社であるフィル事業承継を新設すること

が当時の取締役会にて決議され、同日設立されました。同社の代表取締役には当時の当社代表取締役社長 能美裕

一が就任したほか、当時、当社取締役戦略事業本部長 小豆澤信也も同社の取締役を兼任し、2022 年 7 月 22 日の

取締役会では、同社の裁量にて原則 3,000 万円以内で、投融資を行うことができる旨もあわせて承認されました。

また、共同出資パートナーである株式会社 YS キャピタル・パートナーズ (代表取締役 吉川誠人、以下、YS 社)と

共同出資し２～３年でバリューアップ後に株式を売却する旨の事業モデルも、同取締役会にて説明がありました。

なお、YS 社への事前調査は、当社マニュアル (反社会的勢力の排除にかかる調査実施マニュアル)に沿って適切に

行われました。 

2022 年 8 月フィル事業承継は、2023 年 11 月期第３四半期に貸倒引当金を計上した A 社に YS 社と共同出資し持

分法適用会社とするとともに、2,300 万円の貸付を行いました。なお、A 社への投融資に関しては、2022 年７月 22

日の取締役会でも説明がありました。その後の 2023年２月 16 日、令和４年度ものづくり等高度連携・事業再構築

促進補助金の対象事業の経費として 3,000 万円 (返済期限 2023 年 8 月 15 日、補助金が給付された際は期限前弁

済)を 貸付しましたが、本融資については、実行後も取締役会への報告はありませんでした。なお、同社の投融資

は、当社取締役会規程の報告事項 (2023 年２月 21 日取締役会規程を改訂し、すべての子会社の投融資につき報

告事項に追加) に該当するもので、本来は報告がなされるべき事項でした。 

A 社の財務状況のモニタリング等の投融資管理は、当社にそのリソースがなかったことから、A 社の親会社であ

る YS 社を通じて行われており、YS 社への財務資料請求や投資レポート作成など当社側の管理実務は当社の業務委

託先を中心に行われており、当社の役職員はハンズオンで深く関わっていませんでした。そのため、YS 社との間

で株主間契約を締結し当社への情報提供を義務付けるなど、一定程度の統制は効くよう対応は取られていました。

また、投融資先の選定については、YS 社の吉川氏がソーシングした会社をフィル事業承継の取締役及び業務委託

先でレビューするというプロセスとなっていました。 

当初、YS 社から A 社の財務資料を滞りなく受領していたものの、上記貸付金 3,000 万円の返済期限直前の 2023

年８月上旬頃からは、連絡が途絶えるようになりました。本貸付金の回収遅延に関する詳細な状況に関しては社内

での報告が遅れ、2023 年 10 月４日にようやく社内で共有されました。同日、メールにて当社監査法人へ情報提供、

翌日の 2023 年 10 月５日に当社監査法人と会議を行い、継続的に 2023 年 11 月期第３四半期決算の会計処理につ

いて議論を続けておりました。協議を継続しつつ、2023 年 10 月 11 日 (決算発表予定日)までに回収可能性を判断

するために十分な情報収集が行えなかったことから、貸倒引当金の計上は 2023 年 11 月期第３四半期では行わず、

資金回収の状況が進展しているであろう 2023 年 11 月期第４四半期決算で再度評価することを前提として、当初

予定である同日に決算発表及び決算説明会を行いました。その後、2023 年 10 月 11 日の夜、当社監査法人から、

本部審査との議論を踏まえ 2023 年 11 月期第３四半期で引当金を計上する方向で再評価すべき旨の連絡を受領し、

さらなる情報収集を行うとともに、当社監査法人との議論を進めた結果、A 社の貸付金、また同様のスキームで投

融資している B 社への貸付金についても、財務状況等を鑑み全額引当金を計上することが適切であるとの結論に

至り、決算短信及び決算説明会資料を訂正することとしました。 

B 社への出資及び貸付は、フィル事業承継の裁量で 2022 年 12 月に行われ、当社取締役会への報告もありません

でした。また、2023 年３月に C 社へも YS 社と共同で出資及び貸付を行い、同様に当社取締役会への報告はありま

せんでした。YS 社と共同で出資している会社はこれら 3 社で、いずれも当社持分法適用会社です。B 社への貸付金

は 550 万円、C 社へは 1,650 万円の貸付、3 社合計の融資総額は 7,500 万円、うち 5,850 万円は貸倒引当金を計上

しています。各社への投融資額の詳細は以下のとおりです。 

  

  

会社名 関係 出資・融資額 

A 社 持分法適用会社 (49%) 出資 1 円  

融資 2,300 万円 

融資 3,000 万円 

B 社 持分法適用会社 (40%) 出資 680 万円 

融資 550 万円 



C 社 持分法適用会社 (25%) 出資 38 万円 

融資 1,650 万円 

  

  

３． ガバナンス体制の課題と改善策 

① 株式会社フィル事業承継・地域活性化プロジェクトの投融資の意思決定プロセス及び報告態勢、並びに投融資

管理体制 

 

課題 概要 対応策 

投融資の意思決定

プロセス 

及び報告態勢 

✓ 2022 年７月の取締役会にて、フィル

事業承継の裁量で投融資を実行できる

旨決議され、その後、親会社の決裁を

通さず３社への投融資を実行 

✓ 当社取締役会へ、投融資を実行した旨

や投融資先の事業状況に関する報告も

なく、当社取締役がフィル事業承継の

投融資の実態を把握していなかった。

また、子会社の投融資は、当社取締役

会規程で報告事項 (2023 年２月取締

役会規程を改訂し、すべての子会社の

投融資につき報告事項に追加)として

規程 

 

✓ フィル事業承継の役員構成を変更し、

取締役会設置会社へ移行、単独の役員

の裁量を縮小するとともに、監査役を

設置し子会社レベルでのガバナンスを

強化 

✓ 取締役会規程に則り、子会社の投融資

及び事業の報告を徹底するほか、問題

発生時は早急に報告する 

✓ 2023 年２月株主総会を経て経営体制

を刷新したことで、取締役会における

投融資案件のリスク評価やシナジー検

証の議論が高度化 

✓ ガバナンスは強化しつつも、リスクテ

ークのカルチャーは維持 

 

投融資管理体制 ✓ 投融資先の管理については、共同出資

パートナー及び業務委託先に大きく依

存し、財務資料についても共同出資パ

ートナーを通じて入手。結果的に、共

同出資パートナーと連絡が取れなくな

ったことで、財務状況の把握が大きく

遅延 

✓ リスク管理の第１線である事業部門が

機能していなかったほか、第２線であ

る経営管理本部にモニタリング機能が

なく、当社全体として投融資先に対し

てのガバナンスが十分に機能していな

かった 

 

✓ 今後も投資先のソーシングについては

事業部門で行うものの、投資先の検証

及び決定については、取締役会及び第

２線の経営管理本部が主導する態勢を

構築 (投資プロセスのガイドラインを

策定予定) 

✓ 投資先選定にあたっては、明確にシナ

ジーがある会社に限定 

✓ 投融資先の管理については、第１線の

事業部門で主体的に行うほか、第２の

経営管理本部もモニタリングし、取締

役会で報告する態勢とする 

✓ 今後、A 社からの貸付金回収について

は、事業部門である戦略事業本部のほ

か、経営管理本部もハンズオンで加わ

り、外部専門家と連携しながら推進 

 

 

 

② 子会社の資本構成 

 

会社 概要 対応策 

株式会社 

プレミアム 

ガレージハウス 

✓ 当社取締役１名が、18%相当のストッ

クオプションを保有、グループ全体の

経営に携わる親会社の役員が特定の子

会社の潜在株式を保有していることに

関して、利益相反の可能性を認識 

 

✓ 今後、ストックオプションの保有を解

消する予定 

 

株式会社 ✓ 当社取締役１名及び執行役員１名(株 ✓ 今後、株式の保有を解消し、当社



フィルまちづくり

ファンディング 

式取得当時は取締役)が、それぞれ株

式の 23.3%を保有、グループ全体の経

営及び執行に携わる親会社の役員が特

定の子会社の株式を保有していること

に関して、利益相反の可能性を認識 

 

100%子会社とする予定 

 

 

 

③ 子会社の経営管理体制 

 

会社 概要 対応策 

株式会社 

フィル・ 

コンストラクション 

✓ 2023 年２月当社経営体制

刷新以前の体制のまま 

✓ 当社代表取締役金子を監査役から取締役へ変更 

✓ 当社経営管理本部長竹内を取締役に任命 

✓ 当社内部監査室長二見を監査役に任命 

 

役員構成の以下のとおり変更 

（2023 年 11 月 1 日付） 

【変更前】 

代表取締役 高野 隆 

取締役 肥塚 昌隆 

取締役 八木 賢一 

監査役 金子 麻理 

 

【変更後】 

代表取締役 高野 隆 

取締役 金子 麻理 

取締役 肥塚 昌隆 

取締役 竹内 剛史 

監査役 二見 弘喜 

 

株式会社 

プレミアム 

ガレージハウス 

✓ 2023 年２月当社経営体制

刷新以前の体制のまま 

 

✓ 当社代表取締役金子を監査役から取締役へ変更 

✓ 当社経営管理本部長竹内を取締役に任命 

✓ 当社内部監査室長二見を監査役に任命 

 

役員構成の以下のとおり変更 

（2023 年 11 月 1 日付） 

【変更前】 

代表取締役 能美 裕一 

取締役 肥塚 昌隆 

取締役 高野 隆 

取締役 吉水 将浩 

監査役 金子 麻理 

 

【変更後】 

代表取締役 金子 麻理 

取締役 肥塚 昌隆 

取締役 福嶋 宏聡 

取締役 竹内 剛史 

監査役 二見 弘喜 

 

株式会社 

フィルまちづくり

ファンディング 

✓ 2023 年２月当社経営体制

刷新以前の体制のまま 

✓ 取締役会がなく代表取締

役へ権限が集中 

✓ 当社代表取締役金子を代表取締役に任命 

✓ 当社経営管理本部長竹内を取締役に任命 

✓ 当社内部監査室長二見を監査役に任命 

 



 役員構成の以下のとおり変更 

（2023 年 11 月 1 日付） 

【変更前】 

代表取締役 小豆澤 信也 

取締役 能美 裕一 

 

【変更後】 

代表取締役 金子 麻理 

取締役 小豆澤 信也 

取締役 竹内 剛史 

監査役 二見 弘喜 

 

✓ 取締役会設置会社に移行し、監査役を設置 (2023

年 11 月 1 日付) 

 

株式会社 

フィル事業承継・ 

地域活性化プロジ

ェクト 

 

✓ 2023 年２月当社経営体制

刷新以前の体制のまま 

✓ 取締役会がなく代表取締

役へ権限が集中 

✓ 当社代表取締役金子を代表取締役に任命 

✓ 当社経営管理本部長竹内を取締役に任命 

✓ 当社内部監査室長二見を監査役に任命 

 

役員構成の以下のとおり変更 

（2023 年 11 月 1 日付） 

【変更前】 

代表取締役 能美 裕一 

取締役 小豆澤 信也 

 

【変更後】 

代表取締役 金子 麻理 

取締役 小豆澤 信也 

取締役 竹内 剛史 

監査役 二見 弘喜 

 

✓ 取締役会設置会社に移行し、監査役を設置 (2023

年 11 月 1 日付) 

 

 

 

４． 今後の対応 

当社では、会社の存在意義 (パーパス)を議論する全社横断的なプロジェクトを推進しています。すべての執行役

員と各部門から従業員 14 名がプロジェクトメンバーとなり、会社の存在意義とは何か意見を出し合いながら再定

義しています。そこで、従業員一人ひとりが自分の働く意義を見つめ直し、会社の方向性や価値観と合っているか

今一度、再確認する良い機会にもなっています。パーパス、ビジョン、バリューを定義し、社外だけでなく社内へ

浸透させることが従業員エンゲージメントを高めること、健全なコーポレート・カルチャーの醸成につながりま

す。この度、ガバナンス体制の課題の特定と対応策を主に制度面で策定しましたが、カルチャーはガバナンスの基

盤となる重要な要素であり、健全なカルチャーの醸成はカバナンスのさらなる強化につながると考えています。引

き続き、従業員エンゲージメントの向上、より良いカルチャーの醸成に努めてまいりたいと思います。 

 

 

 

以 上 


